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1.日本の人口転換
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多産多死から少産少死へ

「人口転換」という歴史的変化

� 死亡率の低下→長寿化（平均寿命の延伸）

� 出生率の低下→少子化（平均出生児数の減少）

＊日本だけでなく、世界共通。

� 年齢構造→従属人口指数（世代間扶養）の変化

� 出生力が置換水準以下→急速な人口減少

� 地域社会では、これに人口移動（再生産年齢人口の流
出）の効果が加わるので、大部分の地域では30年（1世
代）ぐらい早く危機が進行する。

出典：国立社会保障・人口問題研究所、日本版死亡データベース、2011年から2060年までは「日本の将来推
計人口（平成24年1月推計）中位推計の仮定値による。

図1 平均寿命の延伸 1891年－2060年

1950年の男子
57.68歳、女子
60.99歳から一貫
して延伸を続け
る。
★平成24 (2012)
年1月推計では、
2010年現在の男
子79.54歳、女子
86.28歳から、
2060年には、男
子84.19歳、女子
90.93歳まで延伸
すると仮定（中
位）されている。
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出典：国立社会保障・人口問題研究所、「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」資料表８ 年次別女子
の人口再生産率： 1947～2010年、中位推計の仮定値による。

図2 出生力の低下 1925年－2060年

1950年の合計出
生率3.65（純再
生産率1.50）か
ら1960年の2.00
（NNR 0.916）
まで低下。
1975年の1.908
（NN R0.907）
から長期にわた
り低下。

★平成24 (2012)
年1月推計では、
2010年現在の
1.387から、一時
わずかに上昇す
るが、2060年で、
1.3507と仮定
（中位）されて
いる。

図3 出生力の置換水準と従属人口指数の関係

出典：国立社会保障・人口問題研究所（2012）「人口統計資料集2012」の表５－１１ 生命表：2010年

出生力が置換水準（ある
平均寿命のもとで女性が
自らを再生産するのに必
要な値＝2.07）に近い値を

取る時、従属人口指数は
71.35となる。

出生力が置換水準の90％
から120％まではぐらいま

では、従属人口指数はほ
とんど変化しない 。

置換水準より高くなれば
（出生力の上昇、グラフの
右方向）、その分、若年人
口に対する扶養負荷が高
まる 。

置換水準より低くなる（出
生力の低下、グラフの左方
向）側では、負荷のカーブ
が急速に上昇する 。
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図4 平均寿命と出生力が従属人口指数
に与える効果 1891/1898年－2110年

平均寿命の延伸効
果のみであれば、
従属人口指数は、
戦前は54程度の水
準で安定的に推移、
戦後になり、ゆる
やかに上昇し78ぐ
らいで安定化する。
しかし、これに

出生力水準の効果
が加わり、戦前は、
高い出生力水準を
反映し、従属人口
指数も高かったが、
戦後、出生力が置
換水準に近づくに
つれ低下、実績値
とほぼ重なる。
しかし、1985年

あたりからは、少
子化の効果が高齢
化の効果を上回る
形となる。

出典：2000年以前の安定人口の年齢構造は総務省統計局監修（2006）「新版 日本長期統計総覧 第1巻」日本
統計協会2-3.xls ２－３５ 完全生命表（明治２４年～平成１２年）より算出。2005年は（財）厚生統計協会
（2009）第20回生命表による。2010年は国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2012」、2015年以降は
「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」、資料表１（２）、中位推計の仮定値による。

2. 長寿化・少子化と家族の再生産
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図５ 女性の平均寿命・50歳時生残率・出生力

出典：女子の50歳時生残率は各年の生命表による。再生産水準に対応する合計出生力は、1÷（出生時女児割合
☓50歳時生残率）で求めた。歴史的な合計特殊出生率の推移は国立社会保障・人口問題研究所（2012）「人口統
計資料集2012」による。

図6 多子家族から少子家族への変化

出典：国立社会保障・人口問題研究所の「出生コーホート別妻の出生児数割合および平均出生児数：1890年以前〜
1960年生まれ」、1965と1970年は同研究所の「日本の将来推計人口-平成18（2006）-67（2055）年 （平成18年12月推
計）− 人口問題研究資料第315号の仮定値、無子割合は、調査年の調査対象年齢の未婚率＝未婚無子と仮定し、この
割合に有配偶無子（有配偶無子☓調査年の調査対象年齢の有配偶率）を加えたもの。1子、2子、3子、4子も、有配偶率

を掛けて補正している。
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家族の再生産戦略

� 日本の人口転換：家族（特に母子）への資源配分の最
適化

� 再生産期間の生残率の上昇⇒多産化の可能性、⇒逆に

少なく産み、母子ともに、より豊かな生活を送るライ
フコースの選択がなされてきた 。

1. 総数抑制：多子から少子へ（母子ともに健康で豊かに
）、子ども一人あたりの資源量を大きくする（例：教
育支出の突出）。少子化（＝２）には限界がある。

2. 晩婚・晩産化：家族形成のタイミングシフト⇒高学歴/
良い職場 /良いパートナー⇒母子ともに豊かな生活→最
適化できない⇒生涯未婚、無子・1子オプションも可

置換水準の回復条件

A. 「本人＋子ども」の選択リスクを低下さ
せる。

� 比較的早い結婚・出生タイミングであっても豊かにな
れる可能性を社会的に保障する 。

� 「就業＋子育て」 あるいは「子育てのみ」≒「就業の
み」となるようにリスクをバランスさせる。

＊低位で均衡させる可能性もある。

� 具体的には：養育費・保育支援、非就業（期間）の所得保
障、就業継続（復帰）などのキャリア保障など。
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置換水準の回復条件 【続き】

B. 社会保障システム：高齢者扶養から若年扶養（家族形
成期に対する支援）に大きくシフトさせる。

理由１：現状のままでは家族形成リスクが高くなる

理由２：社会システムの持続可能性を優先すべきである。

C. 「結婚しない・産まない自由」とともに「結婚する・
産む自由」もリプロダクティブ・ライツとして社会が
保障する。

★これらの条件を満たす必要があるが実現は容易ではない
。⇒反動として優生政策が復活する危険性もある。

3.地域社会の結婚・出生力

14
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（1）大都市と地方の結婚・出生力格差

資料：国勢調査（2010）・人口動態統計（2010）
１）全国（都道府県データ）
２）大都市部（東京区部＋政令指定都市）
３）地方部（都道府県−大都市部）

指標：
１）初婚率＝（初婚件数÷人口）☓1000 単位 ‰
２）未婚初婚率＝（初婚件数÷未婚人口）☓1000 単位 ‰
３）出生率＝（出生数÷人口）☓1000 単位 ‰

図７：女子の初婚率

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）より算定

初婚率は、
20－24歳で
大都市部の
方が、地方
部より低く、
逆に30－34
歳からは、
大都市部の
方が高くな
る。つまり、
晩婚化によ
るキャッチ
アップは大
都市地域の
方が大きい。
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図８：女子の未婚初婚率の比較

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）より算定

未婚初婚率
（分母を未
婚者）は、
20－24歳、
25-29歳まで
は大都市部
の方が明ら
かに低い。
が、40-44歳
以上では、
地方部との
差は、極め
て小さい。
つまり、未
婚者が40代
で結婚する
確率につい
ては殆ど差
がない。

図９：女子の年齢別出生率の比較

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）より算定

年齢別出生率
は30-34歳ま
では、地方部
の方明らかに
高いが、35-
39歳からは大
都市部の方が
わずかに高く
なる。しかし、
格差は極めて
小さい。
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結婚・出生力の地域間格差（２０１０年）

� 初婚率：大都市部の方が、20－24歳でやや低い⇒大学在籍
中か卒業直後の女子割合が高い。逆に30－34歳から35－
39歳では高い⇒晩婚化によるキャッチアップ。

� 未婚初婚率：未婚者が結婚する確率は、20－24歳、25－29
歳では地方部の方が高いが、30－34歳では大都市部の方
がわずかに高い。３５歳以上では格差は殆どない。

� 出生率：35歳未満では地方部が明らかに高く、地元に留まる

女性の方が早く子どもを産む傾向がある。しかし高年齢では
格差は殆どなく、晩婚化によるキャッチアップ効果はあまり期
待できない。

（２）人口移動（男女比の不均衡）と未婚化
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図10：未婚性比と女子未婚初婚率

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）より算定

正の相関があ
り２５－２９歳
から上昇し、４
０歳あたりまで
上昇、その後
は低下する。

相関は、大
都市部で高く、
地方部では低
い。また、地方
部の２０－２４
歳では負の相
関を示す。

図11：未婚性比と男子未婚初婚率

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）より算定

負の相関があ
り、性比が高い
ほど未婚初婚
率は低くなるが、
40歳以上では
正の相関となる。

大都市部では
年齢とともに負
の相関が強ま
るが45-49歳で
は地方部と同じ
正の相関となる。
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図１２a：未婚性比と女子未婚初婚率

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）より算定

両者の相関は
35-39歳で
r=0.786ともっ
とも高くなる。
また未婚初

婚率は、未婚
性比が高い
（男性が過
剰）産業都市
では高く、福
岡、札幌、神
戸など性比が
低い（女性が
過剰）サービ
ス産業都市で
は低くなる傾
向がある。

図12b：未婚性比と女子未婚初婚率

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）より算定

これに対し
地方部では、
相関は弱く、
未婚性比の影
響は、殆ど認
められない。
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人口移動（男女比の不均衡）と未婚化（２０１０年）

� 増田レポートでは女子人口の流出のみが問題とされているが
、地方では男子も流出し後継者不足が深刻化している。

� 若年人口の流出（移動）の際、男女の純移動率に差があれば
、結婚年齢の性比に影響し、結婚相手となる異性の絶対数が
不足し未婚化に繋がる可能性がある（原2008/09）。

� ２010年でも未婚性比と女子未婚初婚率の相関が見られ、特
に大都市部では25－29歳のr=0.657から35−39歳のr=0.785
まで上昇、この傾向が強い。

� しかし、地方部では最高でも40−44歳のｒ＝0.283程度であり、

全国都道府県で観察される性比と未婚化の関係は、大都市
部の動きを反映したものであるといえる。

（３）大学進学率と結婚・出生力
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表１ 大学進学率と結婚・出生力指標

資料：国勢調査（2010),人口動態統計（2010）,文部科学省学校基本統計(2010)より算出

表１：２０１０年　 女子の初婚率・未婚初婚率・出生率と大学等進学率の相関　日本人　（都道府県・地方部・大都市部）
（１）女子の大学等進学率（2010年）との相関係数

初婚率 15－19歳 20－24歳 25－29歳 30－34歳 35－39歳 40－44歳 45－49歳
都道府県 -0.30 -0.57 0.58 0.71 0.44 0.07 0.24
大都市部 -0.35 -0.53 0.09 0.47 0.52 0.45 0.44
地方部 -0.15 -0.26 0.65 0.70 0.38 0.03 0.16
未婚初婚率 15－19歳 20－24歳 25－29歳 30－34歳 35－39歳 40－44歳 45－49歳

都道府県 -0.30 -0.60 0.23 0.40 0.28 0.04 0.25
大都市部 -0.35 -0.54 -0.12 0.09 0.21 0.36 0.29
地方部 -0.15 -0.30 0.20 0.23 0.23 0.15 0.18

出生率 15－19歳 20－24歳 25－29歳 30－34歳 35－39歳 40－44歳 45－49歳
都道府県 -0.24 -0.74 -0.48 0.16 0.11 0.07 0.11
大都市部 -0.36 -0.55 -0.34 0.07 0.56 0.64 0.31
地方部 -0.25 -0.71 -0.37 0.33 0.12 0.00 0.05

（２）男子の大学等進学率（2010年）との相関係数

初婚率 15－19歳 20－24歳 25－29歳 30－34歳 35－39歳 40－44歳 45－49歳
都道府県 -0.18 -0.37 0.49 0.56 0.24 0.08 0.20
大都市部 -0.49 -0.47 0.09 0.30 0.43 0.36 0.46
地方部 -0.21 -0.38 0.48 0.61 0.26 0.08 0.24
未婚初婚率 15－19歳 20－24歳 25－29歳 30－34歳 35－39歳 40－44歳 45－49歳

都道府県 -0.18 -0.40 0.20 0.40 0.23 0.13 0.25
大都市部 -0.49 -0.49 -0.11 0.03 0.21 0.36 0.42
地方部 -0.21 -0.41 -0.08 -0.02 -0.06 -0.05 0.05

出生率 15－19歳 20－24歳 25－29歳 30－34歳 35－39歳 40－44歳 45－49歳
都道府県 -0.16 -0.57 -0.43 0.08 0.01 -0.06 0.01
大都市部 -0.54 -0.60 -0.36 -0.01 0.49 0.43 0.13
地方部 -0.12 -0.57 -0.40 0.22 0.05 -0.03 0.01

図13：大学進学率と未婚初婚率

資料：国勢調査（2010),人口動態統計（2010）,文部科学省学校基本統計(2010)より算出

20-24歳の女子
大学等進学率と
未婚初婚率の相
関は、大都市部
で-0.60、地方
部で-0.30でい
ずれも負の値を
示すが、両地域
とも、その後は
正の相関に転じ
る。地方部は30
－34歳ほぼ0.20
に留まるが、大
都市部は40-44
歳の0.36まで上
昇する。
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図14：大学進学率と女子未婚初婚率

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）,学校基本統計より算定

女子の大
学等進学
率と20-24
歳の未婚
初婚率の
散布図を
作成する
と、地方
部では相
関が弱い
ものの、
大都市部
では、
はっきり
した負の
相関が見
られる。

図15：大学進学率と出生率

資料：国勢調査（2010),人口動態統計（2010）,文部科学省学校基本統計(2010)より算出

20-24歳では
全国（都道府
県）で
-0.74、地方
部-0.71、大
都市部で-
0.55と、いず
れも負の相関
があるが、
30−34歳以降
の高年齢では
正の相関に転
じる。地方部
では、この年
齢階層の0.33
をピークに相
関が弱まるの
に対し、大都
市部では
40−44歳の
+0.64まで上
昇する。
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大学進学率と女子の結婚・出生力について

� 女子20−24歳時は大学等在学中か、卒業後間がなく、未

婚に留まる人が多く、初婚率・未婚初婚率は低くなり、子
どもを産む人も少ないので出生率も低いという共通する傾
向が確認できる。

� その分、25−29歳以上では、遅れて結婚する人が増え、

高年齢ほど初婚率・未婚初婚率が高くなると考えられる。
特に大都市地域では、未婚初婚率との相関が40-44歳の
＋0.36まで上昇、出生率との相関も＋0.64まで上昇し、
晩婚・晩産化との相関が見られる。

� 同様の傾向は少し弱まる形で、男子の大学進学率との間
にも見られ、大学進学率の地域格差が女子の結婚・出生
に時間差を持って影響することが確認できる。

（４）地方創生が結婚・出生に与える効果
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合計初婚率、初婚
年齢（SMAM)、生涯
未婚率、合計出生
率の差（大都市部
－地方部）をみる
と0.001、-0.39歳,
-0.5％、+0.20とな
る。
また格差を是正

した場合、総出生
数に対する地方化
の効果は＋3.7%, 
大都市化の効果は
-8.1 ％となる。

表２ 地域格差とその解消効果

資料：国勢調査（2010）と人口動態統計（2010）より算定

表2ｂ　格差がないと仮定した場合の出生数の変化

出生数 15歳から49歳
15－19

歳
20－24

歳
25－29

歳
30－34

歳
35－39

歳
40－44

歳
45－49

歳

現状 1,071,229 13,495 110,956 306,910 384,385 220,101 34,609 773
地域差がない（すべて地方部） 1,111,319 13,958 125,029 332,445 392,035 214,778 32,353 720
その場合の増減 40,090 463 14,073 25,535 7,650 -5,323 -2,256 -53
地域差がない（すべて大都市部） 984,523 12,176 79,772 252,156 367,358 232,317 39,838 906
その場合の増減 -86,706 -1,319 -31,184 -54,754 -17,027 12,216 5,229 133
非大都市化の効果 3.7% 3.4% 12.7% 8.3% 2.0% -2.4% -6.5% -6.8%
大都市化の効果 -8.1% -9.8% -28.1% -17.8% -4.4% 5.6% 15.1% 17.2%

表２a 大都市部と地方部の格差

結婚・出生力関連指標 合計初婚率
初婚年齢
（SMAM)

生涯未婚率 合計出生率

全国 0.698 29.5 10.4% 1.41
大都市部 0.698 29.8 14.0% 1.27
地方部 0.698 29.4 9.0% 1.47
両地域の差（大都市部ー地方部） 0.001 -0.39 -5.0% 0.20

地域社会の結婚・出生力の現状（2010年）

� 大都市部（東京区部・政令指定都市）と地方部との間には、
結婚や出生力の格差があり、就業機会の有無や大学進学
率の高低などの要因が作用している。

� 特に経済成長期→大都市地域への人口集中→地域間格
差→全体の出生力に影響を与えた可能性は十分、考えら
れる（→過去のデータによる検証が必要）。しかし、直近の
状況をみる限り、その効果は限定的である。

� 女子大学等進学率の格差→２０代の未婚初婚率、出生率

の格差として大都市部・地方部で作用。＊タイムラグを考慮
すれば、高年齢にも作用する。

� 「地方創生」により地域間格差が是正されるとしても、若年
人口の地方回帰のみでは限界があるといえる。
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４.地域社会の未来

35

（１）「地方消滅」の人口学

� 地域社会では人口移動により、危機は早く進行する。

� 出生数＝出生力☓再生産年齢人口：出生力が一定でも、
25−39歳の女子人口が半減すれば、出生数も半減する。

＊30年（1世代）で、再生産年齢の女子人口が50％になるケ
ース。0.5☓0.5☓0.5☓0.5＝0.0625、4世代で０に近づく。

� 死亡数は老年人口割合（65歳）に比例（自然減の加速効果）
。高齢化率50％以上⇒年間の死者数が出生数を急速に上
回り、人口は文字通り消滅に向かう。

� 出生率と死亡率の水準が変化しないと仮定すれば、再生産
年齢の純移動率をプラスに転じる以外に消滅を避ける方法
はない。

36
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（２）地域社会で何が起きているのか？

� 高度成長期以前：地域社会（多産傾向）→跡継ぎ以外は流出
→就業機会を求めて大都市地域（少産傾向）へ

� 多子から少子へ：子ども一人あたりの資源量を大きくする
再生産戦略（例：教育支出の突出）。

� 現在：進学・就職流出⇒高学歴/良い職場 /良いパートナーを
求めて大都市地域に移動。結果的に生涯未婚、無子・1子
というオプションも含まれるが、地元に戻っても同じ。

� 地域社会の人口再生産力の低下⇒移動傾向が変わらない限
り、地域の少子化と人口減少は続く。

� 残るは高齢者のみ：高齢化の一層の進行⇒地域社会の消滅。

37

(３) 地域再生の基本条件

A) 若年層の移動：転出超過から転入超過にする。
① 若年層の就業機会の創出（特に男性）

② 大都市地域より高い所得・居住環境の実現

③ 将来への希望

B) 「本人＋子ども」の選択リスクを低下させる。

① 比較的早い結婚・出生タイミングであっても豊かになれる可能性を
社会的・地域的に保障する 。

② 「就業＋子育て」 あるいは「子育てのみ」≒「就業のみ」となるように
リスクをバランスさせる。

③ 具体的には：養育費・保育支援、非就業（期間）の所得保障、就業
継続（復帰）などのキャリア保障など

38
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地域再生の基本条件 【続き】

C) 世代交代を可能とするライフスタイルの創出
① 家族形成期：新規転入者

② ポスト家族形成期：子どもの転出後

③ 現役引退後：第二の人生

④ 高齢・終末期：自立性の喪失過程

D) コミュニティの物理的・機能的再編
① 空き家問題の解決

② 道路、上下水道、公共施設、公共サービスなどのインフラ再編、集
約化、ネットワーク化

③ 地域の教育機能維持

④ 運営・意識決定システムの改善

39
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ご清聴、ありがとうございました。
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